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【県税事務所窓口業務等委託仕様書】 

埼玉県総務部税務課 

 

第１章 委託業務の概要 

 

１ 委託の目的 

  本業務は、民間事業者の有するノウハウを活かし、県民サービスの向上を図るとともに、県職員が権限

を伴う賦課徴収事務に専念できる環境を整備するため実施するものである。 

 

２ 基本方針 

  以下の基本方針に基づいて業務を遂行すること。 

（１）円滑な業務の移行 

県民や業務の混乱を招かないよう委託業務開始までの間に要員確保や体制構築をはじめとした業務設

計及び要員教育等を行い、業務の円滑な移行を実現する。 

（２）民間のノウハウを活用した効率的・効果的な運営 

  効率的な運営手法や顧客対応スキルなど受託者が有するノウハウを最大限に活用し、業務の目的を実

現する。 

（３）県民サービスの向上 

    県民からの信頼を損なわないよう、常に適切かつ丁寧に対応するとともに、必要がある場合には、速

やかに県職員に引き継ぎ、円滑な連携を図る。 

（４）税務情報保護の徹底 

 税務事務を取り扱っている県職員は、地方公務員法及び地方税法において二重に守秘義務が課せられ

ており税務情報の厳格な管理を行っている。このことを踏まえ、受託者は、本業務の実施にあたって、

県職員と同水準の義務を課たすため、「個人情報保護法」及び「埼玉県個人情報保護条例」を遵守すると

ともに、個人情報を含む税務情報の厳格な管理に万全の体制を整備すること。 

（５）再委託の禁止 

   本業務を第三者に委託し、又は、請け負わせてはならない。ただし、書面により埼玉県（以下「県」

という。）の承諾を受けた場合はこの限りでない。 

（６）モニタリングの実施と品質の向上 

（1）～（５）の基本的な考え方のもと、効率的・効果的かつ適切な業務を遂行するために、受託者

は定期的な自己検査を行い、常に業務の質、精度の維持・向上に努めること。 

また、県が実施するモニタリングに対して協力すること。 

 

３ 業務実施期間等 

受託者は、以下の内容で業務を実施する。 

（１）業務実施期間 

   平成 2４年３月１日から平成 2５年２月２８日まで 

（２）業務実施場所 

  実施場所は次のとおりとする。 
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※「埼玉県浦和県税事務所」は、平成２４年４月１日からは、「埼玉県さいたま県税事務所」となる。

以下、本仕様書において同じ。 

 

（３）業務実施日及び時間 

以下の実施日・実施時間以外に業務を実施する場合は、あらかじめ県と協議を行うこと。 

  ア 実施日 

    土曜日、日曜日、年末年始（12 月 29 日から１月３日）及び国民の祝日に関する法律に規定する

休日を除く平日。 

    ただし、５月及び１２月の土曜日・日曜日のうち、「休日開庁日」として指定された２日（各月１日） 

   は、実施日とする。 

  イ 実施時間 

    原則として 8 時 30 分から 17 時 15 分まで。 

 

４ 業務の概要 

 業務の概要は以下のとおりである。（詳細は第２章に記載する。） 

なお、業務実施場所により、業務が異なることに留意すること。 

また、課税や納税についての具体的な相談など、判断を伴う公権力の行使にあたる業務（以下「権限業

務」という。）については本業務の対象外とする。 

 

 

名 称 所在地 

埼玉県浦和県税事務所※ 埼玉県さいたま市浦和区北浦和５丁目６番５号 

埼玉県川口県税事務所 埼玉県川口市西青木 2 丁目１３番 1 号 

埼玉県朝霞県税事務所 埼玉県朝霞市三原１－３－１ 

埼玉県春日部県税事務所 埼玉県春日部市大沼１－７６ 

業  務 
業務実施場所 

浦和 川口 朝霞 春日部 

来庁者への窓口案内業務 〇 〇 〇 〇 

代表電話受付業務 〇 〇 〇 〇 

納税証明書等の受付・

作成・引渡し業務 

自動車税継続検査・構造等変

更検査用 
〇 〇 〇 〇 

証紙の販売・消印・集計等 〇 〇 〇 〇 

上記以外 〇 〇   

還付口座の調査・電算入力等業務 〇 〇 〇 〇 

収納業務 〇 〇 〇 〇 

自動車税身体障害者減免申請受付業務 〇  〇 〇 

法人二税申告書等受付業務 〇 〇 〇 〇 

運営管理業務 〇 〇 〇 〇 
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５ 業務実施体制 

本業務を円滑に遂行するため、業務を遂行する受託者の職員（以下「従事者」という。）を次のとおり配

置し、適切な体制の構築に努めること。 

（１）従事者の配置 

受託者は、従事者として、各実施場所ごとにマネージャー（総括責任者）、サブマネージャー（副責任

者）、担当者を、適切な役割分担の下、業務量の変動に応じ、適正数配置するとともに、4 つの実施場所

を統括管理する管理者を配置し、効率的かつ効果的運営が可能な体制を整備すること。 

（２）従事者の要件 

   管理者、マネージャー、サブマネージャーは①から⑤まで、担当者は①から③までの要件を満たして

いなければならない。また、受託者決定後、速やかに④の証明を書面（例えば経歴書等）で県に提出す

ること。 

① 県民との対応業務を行うために必要なコミュニケーション能力を有し、応対マナーが優れているこ

と。 

② パソコンにより、データベースから所定の操作で必要なデータを抽出したり、データの集計・加工、

文書作成ができること。 

③ 県税の制度概要を理解しているとともに、本業務の遂行に必要な基礎的知識を身につけていること。 

④ 本業務と同等又は類似の業務の経験を 1 年以上（サブマネージャーにあっては、３ヶ月以上）有す

ること。 

⑤ 情報の管理、設備機器の管理、実施状況の把握及び担当者の管理監督等を行い、円滑な業務運営を

図ることができること。 

（３）管理者の業務 

4 つの実施場所を統括管理し、県との連絡調整等を行う。主な業務内容は以下のとおり。 

  ① 本業務のマネージメント全般（従事者配置計画、業務運営管理等） 

  ② 業務実績報告の作成と県への報告（処理件数、業務完了報告、課題とその改善方法等） 

  ③ 業務改善推進に関する業務（業務フロー等の再点検、業務改善策の検討） 

④ 従事者研修の立案・実施 

⑤ マネージャー、サブマネージャーの育成 

⑥ 要員配置の調整（繁閑時における要員交代等） 

⑦ 運用開始に向けた準備（全体スケジュールの作成と実行管理） 

（４）マネージャーの業務 

各実施場所に常駐し、本業務を指揮・監督するとともに、現場責任者として、県税事務所との連絡調

整等を行う。主な業務内容は次のとおり。 

① 担当業務の要員管理、業務管理（処理スケジュールの立案、進捗管理、シフト管理） 

② 業務改善に関する業務（業務改善策の検討、マニュアル改訂等） 

③ 業務の質、精度の維持・向上（サービスレベル管理、モニタリングへの対応等） 

④ 担当者の育成 

⑤ 業務上の連絡事項や注意事項のサブマネージャー、担当者への周知徹底 

⑥ 本業務に係る情報セキュリティ等のリスク管理 

⑦ トラブル発生時における担当者からの引継ぎとその対応 

⑧ 県職員への報告・連携 
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（５）サブマネージャー・担当者 

サブマネージャーは、マネージャーが不在となる場合（休憩時間も含む）にその職務を代行する。な

お、サブマネージャーは担当者を兼ねることができるものとする。 

担当者は、本業務の実務担当者で、第 2 章に掲げる業務を行うため、常時 2 人以上配置すること。 

（６）留意事項 

従事者の配置に当たっては、本業務が安定的に遂行できるよう、次の事項に留意すること。 

① 従事者を交代する場合は、事前に県に報告すること。 

② 従事者を交代する場合は、新任者に対し、適切に業務引継を行うとともに、十分な研修を行うこと。 

③ 交通機関などの遅延及び病気などの特別な事由により、突発的に担当者が出勤できない場合におい

ても、本業務の遂行に支障をきたすことなく、交替要員を配置するなど適切に運用すること。 

 

６ 前提条件 

  受託者は、以下の各条件を前提として、業務を行うこと。 

（１）守秘義務及び資料の複製等の禁止 

従事者は、業務上知り得た税務情報等の内容を他人に漏らしてはならない。（以下「守秘義務」という。）

この守秘義務は従事者がこの業務を辞めた後も同様とし、遵守すること。 

また、県が提供する一切のデータ、資料等をこの業務以外の目的で利用、複写、複製及び持ち出しを

してはならない。 

受託者は、これらを厳守するために万全の措置を講じること。 

（２）委託業務における指揮・命令等 

本業務における従事者への指揮・命令・管理・監督及び指導・育成は、すべて受託者の業務として責

任を持って実行すること。 

（３）信用失墜行為の禁止 

本業務を遂行するにあたり、県の信用を失墜する行為を行ってはならない。 

（４）資料等の適正な保管 

県から提供を受けた本業務に関する資料及びこの仕様書に基づく帳票類等は、税務情報を含むため、

適切かつ厳重に管理すること。 

（５）危機管理 

機器等の障害が発生した場合だけでなく様々な障害、事故、災害などの緊急事態が発生した場合にお

いても、業務の遂行に支障をきたすことがないよう十分な対応策及び緊急時の体制を整備すること。 

（６）従事者の服装等 

受託者は、従事者に対し、業務に適した制服を定め、その身分を明確にするための名札を着用させる

ものとする。 

なお、その制服等は事前に県の承認を得ることとし、これらにかかる費用は受託者の負担とする。 

（７）埼玉県収入証紙指定売りさばき人の指定 

   本業務の遂行に当たっては、埼玉県収入証紙指定売りさばき人の指定を受け、平成２４年３月１日か

ら各業務実施場所において埼玉県収入証紙（以下「証紙」という。）の売りさばき及びこれに伴う事務処

理ができるようにしておくこと。 
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７ 設備機器等 

（１）県が提供する税務システム端末機及びプリンタ 

県が提供する税務システム端末機及びプリンタは、以下の数を標準とし貸与する。業務を迅速かつ効

率的に行うため、更なる貸与が必要な場合は、県に協議するものとする。 

なお、税務システム端末機及びプリンタは委託業務上必要な場合に限定して使用することとし、目的

外の使用や指定場所以外への持ち出しを禁止する。 

品目 浦和 川口 朝霞 春日部 

端末機 ５組 ６組 ４組 ４組 

プリンタ １台 １台 １台 １台 

 

（２）什器等の整備 

県は、本業務の遂行に必要な執務スペースと休憩室の他、次の什器等を標準量として貸与する。 

なお、受託者は、業務の適切な運営のため、更なる貸与が必要な場合は県に協議するものとする。 

その結果、県からの追加貸与が不可能な場合は、庁舎管理上の必要な手続きを行った上で、受託者の

負担により当該什器等を設置することができる。 

受託者は県から貸与を受けた什器及び上記（１）の端末機及びプリンタについて、常に清潔を保つよ

うにしなければならない。 

品目 浦和 川口 朝霞 春日部 

事務机・椅子 ５組 ６組 ４組 ４組 

電話（代表電話） 一式 一式 一式 一式 

長机 1 台 1 台 1 台 1 台 

書庫（鍵付き） １台 1 台 1 台 1 台 

 

（３）収受印（委託用）の保守・管理 

標記の受付印は、毎運営日の始業時に県職員から受領し、勤務時間終了時には、県職員に返却するこ

と。なお、執務室外への持ち出しや、指定された書類以外への押印を禁止する。 

 

８ 税制改正・組織変更等に伴う仕様の変更 

税制改正や組織変更等により、仕様の変更が生じた場合には、県と受託者が協議の上、仕様の変更を行

うこととし、受託者は県に協力すること。 

 

９ 事前準備 

（１）業務設計・マニュアル作成 

業務開始日までに、本業務の内容を把握し、要員計画等、運営に必要な業務設計を行うこと。 

さらに、あらかじめ県が提供する業務マニュアルやヒアリングなどを通じて、業務開始日には、従事

者が自立的・安定的に業務ができるよう、次の点に留意してマニュアル内容を充実させること。 

・ マニュアルには、以下の内容を記載すること。 

☆ 基本情報（窓口での受付等に関する業務手順、本業務の数値目標、運営体制、一日の業務の流れ、

県職員との連携、個人情報の保護等） 

☆ 施設及び設備に関する運用ルール 
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☆ 税務システムの利用に関するルール 

☆ 業務実施体制に関するルール（要員の算出ルール、要員体制表等） 

☆ 危機管理（交通機関の遅延、クレーム対応、個人情報流出時等） 

・ マニュアルについては、業務開始日までに作成し、内容の検証を行った上で県へ提出するものとし、

その後も必要の都度、内容の修正を行うこと。 

・ 業務に関して県に提出する各種報告書等の様式類については、県と協議の上で受託者が適宜作成す

ること。 

（２）従事者研修 

本業務を遂行する上で必要な能力を習得させるため、次の点に留意して、契約後１週間以内にマネー

ジャー及び担当者それぞれの従事者研修のカリキュラムを作成し、提出すること。また、業務開始日ま

でに初期研修を行うこと。 

・ 業務を適切に遂行できるよう研修計画を作成し実施すること。 

・ 初期研修は少なくとも次の内容を満たした研修を実施し、本業務を遂行する上で必要な能力を習得

させておくこと。 

① マナー、コミュニケーション、税務システム等の操作など、本業務を適切に遂行できる能力の習得。 

② 個人情報保護の適切な管理、守秘義務が遵守できること。 

③ 県税の制度概要を理解し、適切に業務を遂行できること。 

④ 実地による実務研修を行い、円滑に業務遂行できる能力を習得すること。 

・ 県税事務の概要及び県が有する税務システム等の操作に関する研修は、業務開始日までに県の協力

の下で実施することができる。 

（３）業務の引継ぎ  

業務開始日までに、受託者は、県職員又は県が指定する者から、必要な引継ぎを受ける。 

引継ぎ未了と県が認める場合は、平成２４年３月３１日まで引継ぎ期間を延長することができる。 
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第２章 委託業務の詳細 

 

１ 来庁者への窓口案内業務 

県税事務所の各担当の業務を理解し、来庁者をスムーズに目的とする担当に案内すること。 

また、納税者から国税や市町村税に関する問い合わせがあった場合も、適切な案内を行うこと。 

（１）来庁者への対応 

ア 県税事務所に要件のある方への対応 

用件を伺い、受託業務以外の用件であった場合は、関係する担当又は窓口にスムーズに引き継ぐ。 

イ 他機関に用件のある方への対応 

他の機関等が目的地である来庁者には、庁舎案内図・地図等を用いて適切に案内する。 

（２）来庁者からの軽易な依頼に対する対応 

ア 申告用紙等の手渡し 

法人県民税及び法人事業税（以下「法人二税」という。）各種届出用紙・申告用紙、法人二税手書き用

納付書、その他、委託業務に関連する様式類の請求を受けた場合は、必要部数を手渡すこと。 

イ 納付書作成・手渡し 

納付書作成を依頼された場合は、税務システムで納付書を作成し、記載内容を確認の上、手渡すこと。 

 

２ 代表電話受付業務 

（１）県税に関する問い合わせの電話対応 

用件を伺い、第１章４に掲げる各業務に係る用件であった場合は、受託者がそのまま対応する。それ

以外の用件については、速やかに、関係する担当に転送する。 

また、代表電話以外の電話にあった第 1 章 4 に掲げる各業務に係る用件は、県職員から転送されるの

で対応すること。 

（２）県税に関する軽易な依頼の電話対応 

ア 申告用紙等の送付 

法人二税各種届出用紙・申告用紙、法人二税手書き用納付書、その他、委託業務に関連する様式類の

請求を受けた場合は、送付先及び必要部数を確認の上、郵送する。 

  イ 納付書作成・送付 

① 自動車税の納付書の作成・送付を依頼された場合は、税務システムで納付書を作成し、送付先の

氏名又は法人名、住所及び電話番号を確認の上、郵送する。また、滞納整理支援システムにその旨

を記録する。 

② その他の税目の納付書の作成・送付を依頼された場合は、県職員が対応するため、納税担当に転

送する。 

ウ 自動車税の納税照会 

自動車税に関する納税照会があった場合は、照会者について必要な確認（照会の目的・登録名義・登

録番号・車台番号）を行った上で、税務システムを使用して「完納」又は「未納」の回答を行う。 

  エ 代表電話以外の電話にあった軽易な依頼 

   代表電話以外の電話にあった軽易な依頼は県職員が電話対応するため、県職員から渡される当該依頼

に基づく申告用紙や納付書等の作成・送付等の作業メモに基づき、郵送する。 
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（３）国税又は市町村税に関する問い合わせの電話対応 

 国税や市町村税に関する問い合わせだった場合は、所管の税務署、市町村税務担当課の電話番号を案

内する。 

（４）金融機関からの照会 

  金融機関から当日付延滞金額の照会があった場合は、税務システムで確認し、回答する。回答後、そ

の内容を納税担当に伝える。 

（５）その他の電話 

（１）～（４）以外の電話については、速やかに、関係する担当に転送する。 

   県政に対する問い合わせの場合や、引き継ぎ先が不明の場合は、県職員に引き継ぐ。 

 

３ 納税証明書等の作成・引渡し業務 

（１）「自動車税納税証明書（継続検査・構造等変更検査用）」の作成 

ア 記載事項確認等 

「自動車税納税証明書（継続検査・構造等変更検査用）交付申請書」に必要事項の記載漏れがないか

確認する。 

  イ 納税証明書の作成・引渡し 

税務システムを用いて、「納税証明書」を出力し、交付申請者に引渡す。 

また、税務システムで収納状況が確認できない場合は、交付申請者に領収書等の提示を求めて確認の

上、「納税証明書」を出力し、交付申請者に引渡す。 

  ウ 課税額等が修正された自動車の納税証明書の引渡し 

   県職員の確認後、「納税証明書」を出力し、交付申請者に引渡す。 

  エ 交付件数等の集計 

控えを日ごとに束ね、日々、交付件数を集計し、集計表に入力する。 

（２）納税証明書（自動車税（継続検査・構造等変更検査用）を除く）の作成 

業務マニュアルに基づき、引渡しを行うものとし、申請内容が業務マニュアルに定めのないものであ

る場合は、県職員に引き継ぐ。 

  ア 記載事項確認等 

   ・「納税証明書交付請求書」に必要事項の記載及び押印漏れがないか等を確認する。 

   ・交付請求者の本人確認を身分証明書等により行う。 

  イ 納税証明書の作成・引渡し 

税務システムを用いて「納税証明書」を出力し、交付請求者に引渡す。 

ただし、税額等を修正する必要がある場合等は、出力は行わず、県職員に引き継ぐ。 

  ウ 交付件数等の集計 

控えを日ごとに束ね、日々、交付件数を集計し、集計表に入力する。 

（３）県税に関する証明書の作成・引渡し 

県税に関する証明書は、法人設立後、決算期が到来していない場合や、個人事業開業後、確定申告時

期を迎えていない場合等に交付する。 

  ア 記載事項確認等 

   ・「県税に関する証明書交付請求書」に必要事項の記載及び押印漏れがないか等を確認する。 

   ・交付請求者の本人確認を身分証明書等により行う。 
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  イ 県税に関する証明書の作成・引渡し 

税務システムを用いて「県税に関する証明書」を出力し、交付請求者に引渡す。 

ウ 交付件数等の集計 

控えを日ごとに束ね、日々、交付件数を集計し、集計表に入力する。 

（４）証紙の販売・消印・集計等 

ア 証紙の販売（本業務委託外の業務） 

証紙の指定売りさばき人として、納税証明等の申請にかかる証紙の販売を行うこと。またこれ以外の

用途に用いる場合であっても、来庁者の求めがあれば販売を行うこと。 

イ 証紙の消印 

上記（２）及び（３）の交付請求書に貼付されている証紙に消印する。 

ウ 「証紙消印額整理簿」の作成 

申請者数、交付枚数等を集計し、「証紙消印額整理簿」に入力する。 

エ 「証紙消印額報告書」の作成 

四半期（３月、６月、９月、１２月）ごとに出力し、県職員に引き継ぐ。 

（５）納付書の作成 

（１）及び（２）の過程において、未納の県税がある場合には、申請者に納付を促す。納付の意思が

ある場合には、税務システムを用いて納付書を作成し、申請者に提示した上で、納付してもらう。納付

の意思がない場合には、県職員に引き継ぐ。 

 

４ 還付口座の調査・電算入力等業務 

（１）還付口座の入力 

県職員から受け取った法人二税申告書等の還付先口座を税務システムに入力する。 

（２）還付口座の調査等 

県職員から受け取った「県税過誤納金等還付（充当）決議書」等の還付口座を調査し、当該書類に記

入する。 

（３）エラー口座の調査等 

県職員から受け取ったエラーリストに記載されている納税者の還付口座を調査し、「口座振替案内書及

び口座振込通知書の訂正通知書」に記入する。 

（４）書類の封入封緘 

県職員から受け取った「県税過誤納金等還付（充当）通知書」等を封入封緘し、通数を集計する。 

 

５ 収納業務 

（１）納税通知書等による県税の収納及び払込業務 

県税事務所の窓口において、納税者等から納税通知書、督促状、納付書又は納入書（以下「納税通知

書等」という。）によって、県税に係る徴収金を収納した場合は、当該納税通知書等に係る領収証書等の

領収日付欄に、収納済印を押印し、領収証書を交付する。（以下「スタンプ収納」という。） 

スタンプ収納は、現金及び小切手（東京・横浜交換所のみとし、先日付小切手は除く。以下同じ）に

ついて行うことができる。 

なお、収納済印及びつり銭は、受託者の負担により受託者が用意すること。また、当該収納済印及び

つり銭は受託者において厳重に管理すること。 
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収納した県税に係る徴収金は、収納した当日に指定金融機関へ払い込まなければならない。 

ただし、別途定める時間以後の収納金で、指定金融機関への当日の払込が不可能な場合は、翌営業日

までに払込を行うこと。 

（２）スタンプ収納を行う時間等 

ア 浦和県税事務所・朝霞県税事務所・春日部県税事務所における取扱い 

指定金融機関の派出所がないため、開庁時間中（8:３0～17:15）はすべてスタンプ収納となる。 

イ 川口県税事務所における取扱い 

指定金融機関の派出所はあるが、開設時間が一部の時間帯であるため、派出所の閉鎖時間中に納税通

知書等で納付をしようとする納税者に対し、スタンプ収納を行う。 

 

 

 

 

（３）収納現金及び小切手の保管 

収納した現金及び小切手は、払い込みを完了するまで受託者の責任で厳重に保管する。 

翌営業日に払い込むこととなる現金及び小切手は、県税事務所以外の場所において、受託者の責任で

厳重に保管する。 

なお、現金及び小切手の運搬・保管に関し、専門業者に再委託等する場合は、県に事前協議の上、書

面で承諾を得ること。 

（４）収納現金及び当日小切手に係る納税通知書等の保管 

上記（３）の翌営業日に払い込むこととなる収納現金及び小切手に係る納付書及び納付済通知書（以

下「納付書等」という。）は、県税事務所内において、いずれも厳重に保管する。 

払い込み後の納付書等は、払込日の属する月の翌月末までは受託者が県税事務所内で保管する。県職

員の要請があった場合は、払い込み後の納付書等の確認・照合作業に受託者は協力する。 

受託者は、払い込み後５年間は、払い込み後の納付書等を県税事務所以外の場所において保管する。

県職員の要請があった場合は、払い込み後の納付書等の確認・照合作業に受託者は協力する。 

（５）その他 

納期限を経過した未納県税をスタンプ収納する際は、納税者等が持参した納税通知書等ではなく、当

日付で延滞金を再計算した納付書を作成し、スタンプ収納を行うこと。ただし、分割納付や納付日当日

を指定した納付書による納付の場合等を除く。 

当該未納県税をスタンプ収納する場合、その内容を直ちに県職員に伝達する。ただし、自動車税現年

課税分については、８月末以降にスタンプ収納する場合とする。 

上記に該当する県税をスタンプ収納した場合、その内容を納税担当に伝え、滞納整理支援システムに

入力する。 

 

６ 自動車税身体障害者減免等申請受付業務 

（１）概要 

県税事務所の窓口において、納税義務者等から自動車税に係る身体障害者減免等の申請があった場合

は、受付及び形式審査を行い、自動車税事務所に引き継ぐ。 

 

←銀行派出所→ ←銀行派出所→ 

←ｽﾀﾝﾌﾟ収納→ ←ｽﾀﾝﾌﾟ収納→←ｽﾀﾝﾌﾟ収納→

8:30 9:00 12:00 13:00 15:00 17:15 
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（２）障害者減免申請の受付 

ア 申請内容による振り分け 

「事前チェックシート」により、振り分けを行う。 

 

運転者 

納税義務者 
①障害者本人 

②障害者と同一生計 

かつ同居している方 
①・②以外の方 

①障害者本人 

委託者が受付業務を実施する  
②障害者と同一生計かつ

同居している方 

①・②以外の方 県職員に引き継ぐ 

 

イ 必要書類等の確認 

申請者等が持参した必要書類等が揃っているかどうかを確認する。 

ウ 減免を受けている自動車の有無確認等 

障害者手帳や税務システムにより、過去に減免を受けている自動車（以下、「前車」という。）がある

かどうかを確認する。前車が軽自動車の場合は、市町村の税務担当課に減免状況を電話で確認する。 

前車があり、かつ、減免する自動車を切り替えられることが確認できた場合は、前車についての「減

免に該当しなくなった旨の届出書」（以下、「非該当届」という。）の記入を依頼する。 

この場合、減免可能な車かどうかを自動車税事務所に電話で確認した上で受付する。 

エ 障害の程度の確認 

障害者手帳に記載された級と障害名が減免に該当するかを確認する。 

なお、複合級の場合は手帳発行市町村に各部位の級を電話で確認する。 

オ 減免申請書の記入依頼 

減免申請書の記入を依頼し、記載内容を確認する。 

カ 障害者手帳への記入 

前車がある場合は、まず、その処理状況を障害者手帳に記録する。 

申請のあった自動車について、その申請内容等を障害者手帳に記入する。 

キ チラシの手渡し 

注意事項について記載されたチラシを、申請者に内容を説明した上で手渡す。 

ク 納税のしょうよう 

前車の非該当届を提出した場合等、納税が必要な場合は、納付書を作成し、納付を勧める。 

応じない場合は、県職員に引き継ぐ。 

（３）障害者減免申請受付後の処理 

ア 減免申請書の整理 

減免申請書と添付書類等をホチキスで綴じ、申請書に受付印を押す。 

イ 受付簿の入力 

事務所ごとの通し番号を申請書に記入し、受付簿に申請内容等とともに入力する（県職員の受付分を

含む。）。 
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ウ 県職員への引渡し 

月ごとにまとめて、翌月５日までに、申請書を県職員に引き継ぐ。 

  エ 自動車税事務所への回送 

   県職員が確認後、県職員の受付分も含めて、申請書を自動車税事務所に郵送する。 

（４）仮申請の受付 

障害者手帳の交付を市区町村に申請中の場合、減免の仮申請書を提出させることになるが、（２）及び

（３）と同様に処理する。 

（５）非該当届の受付 

障害の程度が変わった等、一定の事由により、減免に該当しなくなった場合は、「減免に該当しなくな

った旨の届出書」が提出される。 

ア 非該当届の記入依頼 

「減免に該当しなくなった旨の届出書」の項目にあてはまるかどうかを確認の上、当該届出書の記入

を納税義務者等に依頼する。 

記入が終わったら、自動車税事務所から納税通知書が送付される旨を伝え、届出書に受付印を押す。 

イ 県職員への引渡し 

届出書を月ごとにまとめて、翌月上旬までに県職員に引き継ぐ。 

  ウ 自動車税事務所への回送 

   県職員が確認後、届出書を自動車税事務所に郵送する。 

（６）障害者減免に関する変更報告書の受付 

納税義務者の住所等に変更があった場合は、「障害者減免に関する変更報告書」が提出される。 

ア 障害者減免に関する変更報告書の記入依頼 

「障害者減免に関する変更報告書」の項目にあてはまるかどうかを確認の上、当該報告書の記入と、

事由ごとの必要書類の提出を納税義務者等に依頼する。 

記入が終わったら、報告書に受付事務所名と受付日を記入する。 

手帳への記録を求められた場合は、適宜記録する。 

イ 県職員への引渡し 

月ごとにまとめて、翌月上旬までに、報告書を県職員に引き継ぐ。 

  ウ 自動車税事務所への回送 

   県職員が確認後、報告書を自動車税事務所に郵送する。 

（７）その他の減免申請の受付 

ア その他の減免申請の受付 

納期限前の自動車税について、障害者減免以外の減免申請があった場合は、申請書に受付印を押して

２部コピーをとり、１部を申請者に渡し、１部を保管する。 

また、必要な添付書類について、後日、自動車税事務所から提出依頼をする可能性があることを、申

請者に伝える。 

イ 県職員への引渡し 

月ごとにまとめて、翌月上旬までに、申請書を県職員に引き継ぐ。 

ウ 自動車税事務所への回送 

   県職員が確認後、申請書を自動車税事務所に郵送する。 
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７ 法人二税申告書受付等業務 

（１）概要 

納税義務者・関与税理士等から提出される法人二税に係る各種申告書・届出書等の受付及び形式審査

を行い、受付日当日に課税担当の県職員に引き継ぐ。 

受付日当日に引き継ぎが完了できなかったものは、翌開庁日（休日開庁日を除く。）の正午までに引き

継ぐこと。 

主な申告書、届出書の種別は、以下のとおりである。 

 

（申告書） 

種   別 様    式 

予定申告書 第７号様式 

中間申告書 

第６号様式 確定申告書 

修正申告書 

清算予納申告 第８号様式 

清算確定申告 第９号様式 

均等割申告書 第１１号様式 

 

（届出書等） 

種    別 様   式 

県税減免申請書 別記様式第１１号（１） 

県税の更正請求書 第１０号の３様式 

法人の設立等報告書 別記様式第２８号 

法人の名称変更等の報告書 別記様式第２８号の２ 

法人税に係る確定申告書の提出期限の延長の処分等の届出書 第１２号様式 

申告書の提出期限の延長の承認申請書（二） 第１３号の２様式 

地方税関係帳簿の電磁的記録等による保存等の承認申請書 別記様式第８１号・８３号 

 

（２）申告書の受付 

ア 窓口における受付 

納税義務者等から、申告書及び添付書類を窓口で受け取り、必要な書類の添付漏れがないかを確認す

る。 

確認が終わったら、受付印を申告書及び控えに押し、控えを納税義務者等に返付する。 

イ 郵便、信書便及びメール便等による受付 

県税事務所に郵便等により送付された申告書等を開封、申告書の「通信日付印」欄に、発信日を押印

し、担当者の確認印を押印する。 

申告書の記入・押印漏れ、また、必要な書類の添付漏れがないか確認する。 

確認後、受付印を押印し、控えを納税義務者等に返送する。 

現金や小切手が同封されていた場合や他機関あての文書が同封されていた場合は、封筒のまま県職員

に引き継ぐ。 
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（３）届出書等の受付 

ア 窓口における受付 

納税義務者等から、法人二税に係る届出書等を窓口で受け取る。届出事由ごとに必要な書類が添付さ

れているか確認する。確認後、受付印を押印し、控えを納税義務者等に返付する。 

イ 郵便、信書便及びメール便等による受付 

県税事務所に郵便等により送付された届出書等を開封し、届出事由ごとに必要な書類が添付されてい

るか確認する。確認後、受付印を押印し、控えを納税義務者等に返送する。 

ウ 受付簿の入力 

受付日・法人名・届出種別等の情報について、受付簿に入力する。 

（４）申告書の捌き（入力準備） 

ア 振り分け 

窓口及び郵送等で受理した申告書を、申告種別（予定、確定、修正等）ごとに分類する。 

イ 添付書類の並び替え 

個別の申告書ごとに、添付された書類を指定する順番に並び替える。 

ウ 形式審査 

法人番号が漏れている場合は、税務システムで確認の上、申告書に記入する。 

また、県内に本店のある法人については、利子割額等、簡易なチェックを行う。 

エ 県職員に引き継ぎ 

捌きが完了した申告書を、県職員に引き継ぐ。なお、添付書類漏れや、利子割額に疑義があるものな

どについては、その内容を付箋に記し、貼り付けた上で引き継ぐ。 

（５）届出書等の捌き（入力準備） 

税務システムで法人番号を確認、記入の上、県職員に引き継ぐ。ただし、「法人の設立等報告書」につ

いては、法人番号が採番されていないため、そのまま県職員に引き継ぐ。なお、添付書類漏れがあるも

のなどについては、その内容を付箋に記し、貼り付けた上で引き継ぐ。 

（６）eＬ-ＴＡＸ申告書等の受付 

eＬ-ＴＡＸで申告された申告書・届出書等を受付（プリントアウト等）し、県職員に引き継ぐ。 

（７）プレプリント申告書の発送 

毎月１回、送付される管内法人分のプレプリント申告書（封筒）について、法人区分ごと及び申告種

別ごとに必要な書類を封入し、県職員に引き継ぐ。 

 

８ 運営管理業務 

業務の適正な運営と改善を行うため、この業務全体の事業計画の策定や実績管理、リスク管理等、次の

業務区分に従い適切な管理を行うこと。 

 

【業務の区分と要件】 

業務区分 業   務   要   件 

各種管理業務 

・事業計画（人員計画等）の策定、実施管理 

・履行水準の達成に向けた実績管理 

・業務全体の運営に関するリスク管理 

・リスク要因を未然に防ぐための対応策の検討と実施 
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課題の把握と

改善策の立案、

実施 

・業務遂行上の課題の把握 

・上記課題に対する改善策の立案とその実行 

・迅速な苦情報告（発生の都度、「苦情報告」としてその内容を報告） 

・個人情報の漏えいや重大なクレームなど、問題が発生した場合の県への迅速な報告

・問題事象の原因の究明及び是正策の提示 

・県との協力による問題事象の解決 

各種報告業務 

・以下についての県への報告と説明 

業務実績（履行水準の達成状況） 

運営上の課題及び改善策等に関する事項 

各種マニュアル・様式類の改訂内容等 

※報告を行うための様式は、受託者が作成し、県の承認を得るものとする 

※報告の周期及び内容は、以下の「各種報告業務の周期と報告内容、期限」による 

 

【各種報告業務の周期と報告内容、期限】 

 

 

周  期 報 告 内 容 報告期限 

日次報告 
・業務実績（収納、払込実績、納税証明、申告・

申請受付等） 
協議の上決定 

 

月次報告 

・業務実績（履行水準の達成状況（月次）） 

・運営上の課題 

・改善策の立案、提示 

協議の上決定 

年次報告 

（委託期間終了時）

・更新された各種マニュアル・様式 

・履行水準の達成状況（年次） 
協議の上決定 

 

随時報告 

・トラブル発生時の内容報告 

・緊急の課題 

・運営に関わる協議事項  

協議の上決定 
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第３章 モニタリングの実施 

 

１ 基本的考え方 

別添の想定業務量の表に示した各業務内容にかかる「件数」は、平成２２年度の実績又はこれを基にし

た推計値である。受託者は、業務内容ごとに、各月に表示された件数を標準的に処理すべき件数と認識し、

最大限の取り組みをしなければならない。 

特に、納税証明や窓口収納等の事務については、来客者を滞留させたり、書類の取り違い等の事故を起

こすことなく、適切かつ円滑な対応が図れるよう配慮しなければならない。 

このため、県は、受託者に対し、業務の中途で、履行した内容について報告を求め、仕様書等に明示し

た履行すべき水準（以下「履行水準」という。）に達しているかを含め、履行状況を確認するものとする。 

なお、受託者の処理実績に著しい遅滞があるなど、履行水準に達していないことにより、県からの改善

要求があった場合は、受託者は要員の増員等の措置を講じなければならない。 

 

２ 履行水準 

本業務における履行すべき水準は、以下のとおりである。 

項 目 履行水準（チェック項目） 

 ① 適切な人員体制 事業実施に必要な人員・体制が確保されているか 

 ② 責任体制の確立 従事者への管理監督体制・責任体制が確保されているか 

 ③ 人材育成 従事者への十分な研修・情報提供が行われているか 

県職員への直接エスカレーションが行われていないか 

 ④ 安全管理体制 事故の未然防止の取組みが行われているか 

事故発生時の対応マニュアル・緊急連絡体制が整備されているか 

従事者への教育・訓練が行われているか 

 ⑤ 個人情報保護 事故の未然防止の取組みが行われているか 

事故発生時の対応マニュアル・緊急連絡体制が整備されているか 

従事者への教育・訓練が行われているか 

 ⑥ 県民サービス 親切かつ迅速な応対が行われているか 

公平なサービス提供及び対応が行われているか 

身だしなみや言葉遣いが適切か 

 ⑦ 業務の実施状況 各業務が遅滞なく適切に行われているか 

来庁者の利便性向上に向けた取り組みが行われているか 

来庁者のクレームや要望に対する対処は適切に行われているか 

 ⑧ 創意工夫 業務に関する受託者による創意工夫が行われているか 

 

３ モニタリングの実施 

上記２の履行水準が達成されているかどうかについて、以下のとおりモニタリングを実施する。 

（１）定期モニタリング 

受託者は、月ごとの業務実施状況及び履行水準の達成状況について、自己点検シートを作成し、県に

提出する。 

県は、提出された自己点検シートに基づき、必要に応じ実地の確認を行い、業務実施状況及び履行水
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準についての評価を行う。その結果、必要な履行がされていると認められない場合は、（２）の業務改善

モニタリングを行う。 

なお、定期モニタリングは、検査員による検査と同時に行うため、当該モニタリングの結果が「不適」

である場合は、当該モニタリング対象期間における委託料については、改善が行われるまで支払いを停

止する。停止期間中の支払遅延利息は支払わない。 

（２）業務改善モニタリング 

定期モニタリングの結果、履行水準を満たしていないなど、改善を要する項目があったときは、県は、

業務改善事項通知書を受託者に送付する。 

受託者は、改善事項通知書に記載された事項について改善を行い、当該通知書に定めるところにより、

業務改善報告書を県に提出する。 

県は、業務改善報告書が受託者から提出されたときは、速やかに業務改善状況を実地その他の方法で

確認し、確認結果を業務改善モニタリング結果通知書により受託者に通知する。 

（３）契約解除 

県が送付した改善事項通知書を受領したにもかかわらず、受託者が業務改善報告書を提出しないとき、

または、業務改善報告書のとおりに改善を行わなかったときは、県は契約を解除することができる。 

この場合、解除した月の翌月以後の委託料は支払わない。 

 

４ 想定業務量の修正 

本業務における想定業務量と受託者による実績に大幅な差異が生じた場合で、その原因が想定業務量の

算定基礎に起因するときは、県及び受託者双方で協議し、当該業務量を修正するものとする。 

 

５ 適用除外 

受託者は、大規模な自然災害等、受託者の責めに帰さない事由（以下「不可抗力」という。）により、本

仕様に定めるサービスの提供ができなくなった場合で、県が、当該不可抗力によるものと認めたときは、

本仕様書に定める義務の履行を免除されるものとする。 

 

 

 

第４章 その他 

 

１ セキュリティポリシー 

本業務の実施にあたっては、業務上知り得た個人情報その他の秘密の保持に努めなければならない。 

（１）入退室の管理 

従事者は、県税事務所の執務室に入室するときは、財布等の最低限の身の回り品を除くほか、携帯電

話や各種記録メディア等、一切の私物の持込を厳禁とする。 

（２）受託者による従事者の管理 

① 県税の制度や本業務の基本的な考え方等を熟知した上で、本業務の進め方、入退室管理・税務シス

テムの適切な取り扱いなど情報セキュリティ対策、個人情報を取り扱う上での留意点と保護対策など

を業務マニュアルへ盛り込むとともに、従事者に対して採用時及び定期的に行動規範の教育を十分に

実施すること。 
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② 従事者に対して守秘義務違反に関する責任及び処罰の内容を周知徹底すること。 

③ 情報セキュリティに関する内部監査を定期及び不定期に実施すること。 

④ 各機器（パソコン、複写機等の機器）は、従事者の行動が監視しやすい位置に配置すること。 

⑤ 従事者全員分の守秘義務遵守についての誓約書の写しを業務開始日前に県へ提出すること。 

⑥ 新たな従事者を配置する場合は本業務に従事する前に前記の誓約書の写しを県へ提出すること。 

 

２ 納入成果物 

本業務における納入成果物は以下のとおりとする。また、この成果物の一切の権利は、県に帰属するも

のとする。 

また、これらの提出物について、委託期間中に県から提示の要請があった場合は、作成途中のものであ

っても、これに応じること。 

（１）業務開始日前までに提出するもの 

  ・ 業務実施体制図 

  ・ 本業務にかかる従事者研修資料一式 

  ・ 業務マニュアル一式 

  ・ 各種様式類（県との連携上必要なもの） 

（２）業務開始日以後に提出するもの 

  ・ 業務実施報告書 

  ・ その他業務マニュアル、各種様式類などで、その内容に変更が生じたもの 

 

３ 留意事項 

（１）収入の帰属及び費用負担 

県と受託者における収入の帰属区分は契約書別紙７、費用負担の区分は契約書別紙８のとおりとする。 

（２）検査 

県は、本業務の適切な履行を担保するため検査を実施する。 

受託者は、県が実施する検査に協力するとともに検査に必要な機器及びデータの提供と説明を行うも

のとする。 

受託者は、検査の結果により改善を求められた場合、改善策を提示し、県と協議の上、直ちにこれを

実行し、その結果を速やかに県に報告するものとする。 

（３）疑義についての取扱い 

本仕様書に定めのない事項又は明記されていない細部の事項及び業務遂行中に疑義が生じた事項は、

県と受託者双方協議の上決定するものとする。 

 

４ 県が提供する業務スペース 

別紙イメージ図のとおり。 
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（受託者が用意する必要物品） 

 

◆ 収納済印 （第 2 章５「収納業務」関係） 

 

収納済  

○○○○○株式会社  

24． 3． 1 24mm

○○○県税  

事務所内  

 

 

◆ 担当者確認印 （第 2 章７「法人二税申告書受付等業務」関係ほか） 

 

［例］ 

       法人略称 

 

○ 
○
○
○
○ 

  ○○○○

 6～８mm 
○   ○ ○

       

       

 

       担当者名 



（別紙イメージ図）県が提供する業務スペース

※別途、更衣室スペースを用意する。
※このレイアウトはイメージ図であり、実際のレイアウトとは異なる場合がある。
　また、業務実施場所によって執務室のレイアウトが異なる。

来庁者



業務内容 事務所 件数
所要
時間
（分）

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

浦和 16,600 1,000 1,000 1,600 1,400 1,600 1,500 1,400 1,400 1,500 1,400 1,400 1,400

川口 18,000 1,400 1,400 1,900 1,400 1,600 1,500 1,800 1,500 1,400 1,300 1,400 1,400

朝霞 10,700 800 600 1,100 1,100 1,000 1,000 900 900 900 900 700 800

春日部 11,700 800 700 900 900 900 1,000 1,100 1,300 1,100 1,200 800 1,000

業務内容 事務所 件数
所要
時間
（分）

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

浦和 25,400 2,000 2,000 2,800 2,000 2,000 2,000 2,600 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

川口 25,400 2,000 2,000 2,800 2,000 2,000 2,000 2,600 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

朝霞 15,400 1,000 1,800 1,800 1,600 1,600 1,600 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

春日部 15,400 1,000 1,800 1,800 1,600 1,600 1,600 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

想定業務量

２
　
代
表
電
話
受
付

1
 

窓
口
案
内

来庁者窓口案内

2代表電話の受付・転送

1



業務内容 事務所 件数
所要
時間
（分）

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

浦和 2,818 250 228 168 156 180 228 216 252 264 252 300 324

川口 14,240 1,430 1,470 1,160 860 870 970 1,230 1,200 1,190 1,200 1,190 1,470

朝霞 4,920 510 320 270 280 250 430 420 430 430 410 470 700

春日部 1,710 200 110 80 110 90 140 140 150 140 170 180 200

浦和 8,778 450 468 468 828 600 900 720 720 1020 900 936 768

川口 9,220 720 610 660 860 840 820 840 740 860 850 720 700

浦和 59 6 7 7 0 2 5 4 4 8 5 6 5

川口 40 7 1 5 6 4 2 3 4 0 4 2 2

業務内容 事務所 件数
所要
時間
（分）

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

浦和 13,440 900 900 2,100 1,900 1,020 1,170 940 1,100 1,380 550 380 1,100

川口 19,820 1,550 1,550 2,940 1,890 1,430 1,530 1,410 1,750 2,380 1,200 800 1,390

朝霞 11,600 560 930 1,710 1,070 920 960 870 1,040 1,460 700 490 890

春日部 11,170 440 1,270 1,760 940 830 960 770 960 1,460 650 390 740

浦和 525 53 53 31 41 53 39 44 42 45 47 38 39

川口 831 93 93 69 79 61 59 60 67 67 48 84 51

朝霞 160 10 10 10 10 10 10 20 20 10 20 10 20

春日部 160 10 10 10 10 20 20 10 10 20 20 10 10

浦和 265 25 25 20 15 40 20 20 25 25 20 15 15

川口 429 40 40 19 57 56 48 33 30 23 27 36 20

朝霞 200 10 10 10 10 20 10 10 10 10 10 10 80

春日部 170 10 10 10 10 20 20 10 30 10 20 10 10

浦和 8,440 620 620 380 560 1,250 830 730 760 650 780 820 440

川口 14,720 1,080 1,080 570 1,140 2,010 1,410 1,250 1,200 1,230 1,410 1,560 780

朝霞 5,190 250 390 220 390 730 500 460 460 440 520 550 280

春日部 4,720 200 360 330 270 420 610 460 370 530 590 320 260

5

県税に関する証明書の受付、作成及び集計
等

想定業務量

４
　
還
付
口
座
の
調
査
等

10

申告書（法人）の還付先口座欄の入力・
「不動産取得税還付申請書」の還付先の振込
先欄の入力

2

還付先口座の照会・入力 10

エラー口座の調査及び訂正依頼書へ記入 20

「県税等過誤納金還付（充当）通知書」等の封
入封緘

3

３
　
納
税
証
明

継続検査・構造等変更検査用納税証明書の
受付、作成及び集計等

5

納税証明書（継続検査・構造等変更検査用以
外）の受付、作成及び集計等



業務内容 県税 件数
所要時
間(分）

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

浦和 4,067 186 216 488 474 450 360 306 356 367 360 236 268

川口 2,463 122 146 273 357 314 208 224 190 201 170 147 113

朝霞 4,266 241 163 526 617 494 452 354 358 298 337 194 232

春日部 3,403 234 200 353 387 323 294 237 290 310 285 243 247

浦和 5,084 232 270 610 593 563 450 382 445 459 450 295 335

川口 3,079 152 182 341 446 392 260 280 238 251 212 184 141

朝霞 5,332 301 204 657 771 618 565 442 448 372 421 243 290

春日部 4,254 293 250 441 484 404 368 296 362 387 356 304 309

浦和 5,084 232 270 610 593 563 450 382 445 459 450 295 335

川口 3,079 152 182 341 446 392 260 280 238 251 212 184 141

朝霞 5,332 301 204 657 771 618 565 442 448 372 421 243 290

春日部 4,254 293 250 441 484 404 368 296 362 387 356 304 309

浦和 245 20 20 21 21 21 23 19 22 21 19 19 19

川口 735 60 60 63 63 63 69 57 66 63 57 57 57

朝霞 245 20 20 21 21 21 23 19 22 21 19 19 19

春日部 245 20 20 21 21 21 23 19 22 21 19 19 19

想定業務量

５
　
収
納
・
払
込

払込書等作成・指定金融機関へ払い込み

領収印押印、領収書切り離し、領収書・つり
銭交付、納税証明書交付（完納となった自
動車税）

現金確認

納付書作成・交付、延滞金等訂正

15

5

2

5



項目 業務内容 県税 件数
所要
時間
(分）

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

浦和 620 35 35 300 30 30 40 30 20 30 20 20 30

朝霞 510 30 50 210 35 20 25 30 30 20 20 20 20

春日部 550 30 60 230 40 30 30 30 20 20 20 20 20

浦和 140 10 20 20 10 10 5 5 15 15 10 10 10

朝霞 90 5 10 15 5 5 5 5 5 10 10 10 5

春日部 100 10 10 15 5 5 5 5 5 10 10 10 10

浦和 24 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

朝霞 12 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

春日部 12 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

浦和 20 20

朝霞 10 10

春日部 10 10

６
　
自
動
車
税
身
障
者
減
免
受
付

想定業務量

その他の減免申請の
受付

身障者減免以外の減免申請の受付、自動車税事務所へ
の引渡し

障害者減免に関する
変更報告書の受付

「障害者減免に関する変更報告書」の受付、自動車税事
務所への引渡し

非該当届の受付
「減免に該当しなくなった旨の届出書」の受付、自動車税
事務所への引渡し

障害者減免申請の受
付

25障害者減免申請の受付、自動車税事務所への引渡し

5

10

10



項目 業務内容 県税 件数
所要
時間
(分）

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

浦和 10,050 242 700 1578 1241 783 826 674 797 1521 584 381 723

川口 7,867 602 1196 796 601 636 589 737 1015 474 316 554 351

朝霞 3,237 263 486 309 262 271 241 293 426 198 122 239 127

春日部 4,516 326 763 430 352 400 331 416 603 270 147 303 175

浦和 10,050 242 700 1,578 1,241 783 826 674 797 1,521 584 381 723

川口 7,867 602 1,196 796 601 636 589 737 1,015 474 316 554 351

朝霞 3,237 263 486 309 262 271 241 293 426 198 122 239 127

春日部 4,516 326 763 430 352 400 331 416 603 270 147 303 175

浦和 2,312 165 216 230 235 227 190 159 201 186 185 165 153

川口 1,839 131 171 183 187 181 151 127 160 148 147 131 122

朝霞 893 59 82 90 93 93 71 59 78 75 72 61 60

春日部 2,564 175 237 257 265 260 208 172 224 211 206 178 171

浦和 2,306 164 215 229 235 227 190 158 201 186 184 164 153

川口 1,835 130 171 182 187 180 151 126 160 148 147 131 122

朝霞 886 58 81 90 93 93 71 58 78 74 71 60 59

春日部 2,559 175 236 257 264 260 207 172 224 210 205 178 171

浦和 20,100 484 1,400 3,156 2,482 1,566 1,652 1,348 1,594 3,042 1,168 762 1,446

川口 15,734 1,204 2,392 1,592 1,202 1,272 1,178 1,474 2,030 948 632 1,108 702

朝霞 6,474 526 972 618 524 542 482 586 852 396 244 478 254

春日部 9,032 652 1,526 860 704 800 662 832 1,206 540 294 606 350

浦和 4,618 329 431 459 470 454 380 317 402 372 369 329 306

川口 3,674 261 342 365 374 361 302 253 320 296 294 262 244

朝霞 1,779 117 163 180 186 186 142 117 156 149 143 121 119

春日部 5,123 350 473 514 529 520 415 344 448 421 411 356 342

浦和 13,395 321 932 2,104 1,654 1,045 1,102 897 1,062 2,028 779 507 964

川口 10,484 802 1,595 1,062 800 847 785 981 1,353 633 420 739 467

朝霞 4,314 351 647 413 350 360 322 390 568 263 164 317 169

春日部 6,016 433 1,017 572 468 534 440 554 804 360 197 405 232

浦和 33,975 2,222 5,945 4,719 2,998 2,798 2,576 2,782 3,462 1,527 1,055 2,419 1,472

川口 25,106 1,875 4,129 2,614 2,187 2,088 2,127 2,452 2,719 1,244 908 1,802 961

朝霞 10,616 732 2,007 1,095 928 888 838 946 1,178 516 314 784 390

春日部 15,225 1,021 2,706 1,649 1,303 1,349 1,173 1,418 1,760 704 492 1,117 533

７
　
法
人
二
税
申
告
書
等
受
付
業
務

想定業務量

プレプリント申
告書の発送

毎月１回、申告用紙を法人あて発
送 0.2

申告書の捌き
申告書・添付書類の並び替え、形
式チェック

3.0

届出書等の捌
き

届出書等・添付書類の並び替え、
形式チェック 1.0

窓口における届
出書等受付

届出書等・添付書類の窓口におけ
る受付

1.5

eＬ-ＴＡＸ申告書
等の打ち出し

eＬ ＴＡＸで申告された申告書・届
出書等のプリントアウト 0.5

1.5

郵送による届出
書等受付

届出書等・添付書類の郵送による
受付 3.0

窓口における申
告書受付

申告書・添付書類の窓口における
受付 1.5

郵送による申告
書受付

申告書・添付書類の郵送による受
付


